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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期
第３四半期
連結累計期間

第27期
第３四半期
連結累計期間

第26期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （百万円） 114,048 149,416 156,677

経常利益 （百万円） 1,481 1,672 1,690

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,108 1,215 1,230

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,255 1,476 1,303

純資産額 （百万円） 26,400 27,516 26,448

総資産額 （百万円） 72,239 79,491 70,519

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 163.03 178.75 180.86

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 135.24 155.63 158.88

自己資本比率 （％） 36.4 34.5 37.4

 

回次
第26期
第３四半期
連結会計期間

第27期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 54.83 41.48

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、当第３四半期連結累計期間において、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用所得改善が続くなか、個人消費は緩やかな回復基調を維

持しており、また企業収益は改善を続けており、海外経済も、米国を中心に雇用情勢・所得環境の改善が続いたこ

とに加え、企業収益の回復に連動して設備投資にも持ち直しの動きがみられるようになり、全体としては緩やかな

回復基調が続いております。その一方で、欧米の政治的リスクやアジアにおける地政学的リスクの高まりによる景

気下振れへの懸念材料は依然として残っております。

　エレクトロニクス業界におきましては、スマートフォンメーカーが、部品コストの上昇に対応して値上げを余儀

なくされていることもあり、ミッドレンジからハイエンドまでのスマートフォン需要が減速している動きが見受け

られるものの、エンタープライズ、データセンター、車載および産業機器向けの半導体および電子部品需要は好調

であり、一部では、供給不足が長期化しております。またPCにおいては、出荷台数が若干上向き傾向にあり、デジ

タルカメラも長年低迷が続いておりましたが、SNS等の画像共有サービスに高画質画像を投稿したいというニーズ

の高まりもあり、復調の兆しが見えてきております。

　このような状況下、当社グループは、国内市場ではPC、サーバー・ストレージ向けにSSD（ソリッドステートド

ライブ）、スマートフォン向けに有機ELをそれぞれ拡販し、中国市場では、スマートフォン向けにCIS（CMOSイ

メージセンサ）及びMCP（マルチチップ・パッケージ）の販売を大きく伸ばしたことから、売上高は1,494億16百万

円（前年同期比31.0％増）、営業利益は20億２百万円（同94.8％増）、経常利益は16億72百万円（同12.9％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は12億15百万円（同9.6％増）となりました。

　当社は、米ドル建ての外貨取引については、為替予約により為替相場の変動リスクを回避しております。為替相

場が急速に変動した場合、仕入と売上の計上時の為替レート差が生じ、円高の場合は、売上総利益、営業利益は減

益に、円安の場合は増益になります。しかし、営業外損益にて見合いの為替差損益が発生することにより、経常利

益においては、概ね、契約時点で見込んだ利益額が計上されます（当社は、「金融商品に関する会計基準」におけ

る原則的なヘッジ会計を適用しており、特例としての振当処理は行っておりません。）。

　なお、急速な為替相場の変動による影響として、当第３四半期連結累計期間において為替差損１億83百万円（前

年同期は為替差益４億86百万円）が営業外損益に計上されております。

 

　また、当第３四半期連結累計期間のセグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

（日本）

　国内市場は、テレビ用バックライト向けLEDおよびデジタルサイネージ向け液晶パネルの販売が伸び悩んだもの

の、DRAM、NAND等の価格が高値を維持する中、サーバー・ストレージ向けDRAMおよびタブレット向けDDI（ディスプ

レイドライバーIC）の販売がそれぞれ好調であり、加えてスマートフォン向け有機ELパネルの販売が伸びたため、こ

のセグメントの売上高は592億41百万円（同4.9％増）、セグメント利益は10億94百万円（前年同期は83百万円）とな

りました。

　なお、セグメント利益が前年同期比で大幅な増益となりましたが、前年同期は、急速に為替相場が変動し、仕入と

売上の計上時の為替レート差が生じたためであります。

（海外）

　中国市場は、スマートフォン向けMCPおよびCISの販売が大きく伸び、かつテレビ向け液晶パネルの販売が好調で

あったため、このセグメントの売上高は901億74百万円（前年同期比56.6％増）となりましたが、拡販活動における

経費増等もあり、セグメント利益は９億22百万円（同0.4％減）となりました。
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(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因は以下のとおりであります。

　・ 急激な為替相場の変動

　・ 金利の変動

　・ 仕入先及び取引先の業界における競争力

　・ 同業他社の再編等の動き

　・ 自然災害

　・ 取引国における政治経済問題

　・ 海外現地顧客の信用問題

 

　わが国経済の先行きは、緩やかな拡大を続けるとみられており、国内需要は、緩和的な金融環境や政府の既往の経

済対策による下支えなどを背景に、企業・家計の両部門において所得から支出への前向きの循環メカニズムが持続す

るもとで、増加基調を辿ると予想されます。海外経済も、政治学および地政学的リスクはあるものの、緩やかな成長

を続け、先進国の着実な成長に加え、その好影響の波及あるいはそれぞれの国の政策効果によって、新興国経済の回

復もしっかりとしたものになっていくとみられております。

　エレクトロニクス業界におきましては、業界の牽引役がデジタル家電・PC・スマートフォン等の消費者向け端末か

らデータセンタ・車載・産業機械にシフトしており、新たな牽引役の寄与度がますます高まっていることに加えて、

デジタル家電・PC・スマートフォン等の従来型アプリケーションの需要縮小も下げ止まりつつあり、業界全体として

良好な事業環境が続くと予想されます。とりわけ、車載・産業機械の需要の高まりを受けて、大型部品の需要が増加

し、関連市場での需給タイト感が一段と高まるとみられております。

　このような状況の下、当社グループといたしましては従来のコンシューマー市場において、販売の維持・拡大を行

う一方、高い競争力を持つサムスングループとの関係と豊田通商グループとの連携を強みに、車載分野の市場開拓に

取り組んでまいります。

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　①財政状態

　当第３四半期連結会計期間末の総資産の残高は、794億91百万円（前連結会計年度比12.7％増）となりました。

これは主に受取手形及び売掛金と商品の増加によるものです。

　負債の残高は、519億74百万円（同17.9％増）となりました。これは主に買掛金の増加によるものです。

　純資産の残高は、275億16百万円（同4.0％増）となりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の

計上によるものです。

②資金需要

　当社グループの主な資金需要は、商品の購入代金と人件費等の販売費及び一般管理費の支払によるものでありま

す。これらの資金需要に対し、主として金融機関からの借入および売上債権の流動化により調達しております。

　なお、当社は、取引金融機関４行と100億円のコミットメントライン設定契約を締結しておりましたが、平成29

年９月をもって期間満了により終了しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　　　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,802,000 6,802,000 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 6,802,000 6,802,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 6,802,000 － 2,054 － 1,984

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式       500 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 6,800,600 68,006 －

単元未満株式  普通株式       900 － －

発行済株式総数 6,802,000 － －

総株主の議決権 － 68,006 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の株式が38株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社トーメンデバイス
東京都中央区晴海

一丁目８番12号
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 990 4,305

受取手形及び売掛金 ※１ 32,583 ※１ 42,475

商品 11,531 23,738

前渡金 7,108 3,598

繰延税金資産 210 224

預け金 16,869 3,176

その他 342 735

流動資産合計 69,637 78,254

固定資産   

有形固定資産 54 50

無形固定資産 42 92

投資その他の資産 784 1,093

固定資産合計 881 1,236

資産合計 70,519 79,491

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,641 29,105

短期借入金 ※２ 13,108 14,080

未払法人税等 38 183

賞与引当金 126 54

未払金 17,041 6,462

その他 759 1,671

流動負債合計 43,717 51,557

固定負債   

退職給付に係る負債 316 335

その他 37 82

固定負債合計 353 417

負債合計 44,070 51,974

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,054 2,054

資本剰余金 1,984 1,984

利益剰余金 21,707 22,514

自己株式 △1 △1

株主資本合計 25,744 26,551

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 144 369

繰延ヘッジ損益 5 △17

為替換算調整勘定 451 485

その他の包括利益累計額合計 601 838

非支配株主持分 102 126

純資産合計 26,448 27,516

負債純資産合計 70,519 79,491
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 114,048 149,416

売上原価 111,733 145,869

売上総利益 2,314 3,546

販売費及び一般管理費 1,286 1,543

営業利益 1,027 2,002

営業外収益   

受取利息 6 6

受取配当金 11 13

仕入割引 28 －

為替差益 486 －

持分法による投資利益 22 31

その他 24 5

営業外収益合計 579 56

営業外費用   

支払利息 88 166

債権売却損 10 15

支払手数料 13 7

為替差損 － 183

その他 12 13

営業外費用合計 125 386

経常利益 1,481 1,672

税金等調整前四半期純利益 1,481 1,672

法人税等 345 434

四半期純利益 1,136 1,238

非支配株主に帰属する四半期純利益 27 22

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,108 1,215
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 1,136 1,238

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 74 225

繰延ヘッジ損益 △64 △23

為替換算調整勘定 108 36

その他の包括利益合計 119 238

四半期包括利益 1,255 1,476

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,223 1,452

非支配株主に係る四半期包括利益 32 24
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形及び売掛金 85百万円 93百万円

 

※２ 当社は、取引金融機関４行とコミットメントライン設定契約を締結しておりましたが、平成29年９月を

もって期間満了により終了しております。コミットメントラインに係る借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

コミットメントラインの総額 10,000百万円 －百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 10,000 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 13百万円 16百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 340 50 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 408 60 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 合計

売上高    

外部顧客への売上高 56,454 57,593 114,048

セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,334 305 6,640

計 62,788 57,899 120,688

セグメント利益 83 926 1,010

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　利益 金額

　報告セグメント計 1,010

　その他の調整額 17

　四半期連結損益計算書の営業利益 1,027

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 合計

売上高    

外部顧客への売上高 59,241 90,174 149,416

セグメント間の内部売上高

又は振替高
17,548 1,907 19,455

計 76,790 92,082 168,872

セグメント利益 1,094 922 2,017

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　利益 金額

　報告セグメント計 2,017

　その他の調整額 △14

　四半期連結損益計算書の営業利益 2,002
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 163円03銭 178円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,108 1,215

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額（百万円）
1,108 1,215

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,801 6,801

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
135円24銭 155円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△189 △157

（うち連結子会社の潜在株式による調

整額（百万円））
（△189） （△157）

普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年２月７日

株式会社トーメンデバイス

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 齊藤　剛

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大橋　佳之

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トーメンデバイスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成29年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーメンデバイス及び連結子会社の平成29年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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